
（１）　介護保険制度

福祉部高齢者介護課 電話　２５－５２０５（直通）
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令和５年４月１日現在

名　　　　称 内　　　　　　容 対　　象　　者 窓　　口

在宅サービス（居宅サービス）

秩父市の介護保険に関する施策

要介護認定申請 　在宅介護（ホームヘルプやデイサービス等）や
施設介護（特別養護老人ホームや老人保健施
設、療養型医療施設等）などの介護保険のサー
ビスを利用するためには、介護や支援が必要な
状態かどうか、またどのくらいの介護が必要であ
るかという要介護（支援）認定を受ける必要があり
ます。

①65歳以上の方（第1号被保険者）で要
介護（支援）状態になった方。

②40歳以上65歳未満の方（第2号被保
険者）で特定疾病が原因とされることに
より要介護（支援）状態になった方。

※すでに認定を受けている方は、認定
期限60日前から認定更新の申請ができ
ます。

高齢者介護課

市民福祉課

要介護（支援）状態とは

要介護状態 … 身体上や精神上の障がいがあるために、入浴・排せつ・食事などの日常生活の基本的
　　　　　　　　　  な動作について６ヵ月にわたり継続して常時介護を要すると見込まれる状態をいいます。
要支援状態 … 身体上や精神上の障がいがあるために、入浴・排せつ・食事など日常生活での基本的
                      な動作について常時介護を要する状態の軽減・悪化防止のために役立つ支援が必要
　　　　　　　　　  と見込まれ、または６カ月にわたり継続して日常生活を営むうえで支障があると見込まれ
                      る状態をいいます。

介護サービス計画の作
成

　介護保険の在宅サービスを利用するには、対
象者に状態に合わせたサービス計画（ケアプラ
ン）を立てて利用する必要があります。

　要介護１～５と認定された方は、介護支援専門
員（ケアマネージャー）による介護サービス計画、
要支援１・２と認定された方は、地域包括支援セ
ンターによる介護予防サービス計画（介護予防ケ
アプラン）が必要です。

　利用者とサービス提供事業者との仲介役とし
て、１つの居宅介護支援事業者を指定していた
だきます。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

訪問介護
（ホームヘルプ）

訪問型サービス
（総合事業）

【要介護１～５の方】
　ホームヘルパーがご自宅を訪問し、食事・入
浴・排泄などの身体介護や、調理・洗濯などの生
活援助を行います。また、通院などを目的とした
乗車・降車の介助もあります。
【要支援１・２の方及び総合事業対象者】
　利用者が自力で行うことが困難な行為について
同居家族の支援等が受けられない場合に、ホー
ムヘルパーによるサービスが提供されます。身体
介護や通院などの際の乗車・降車の介助は受け
られません。

①要介護（支援）認定者

②基本チェックリストにより、総合事業の
　 対象になった方

居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

訪問介護提供
事業所

（介護予防）
訪問入浴介護

【要介護１～５の方】
　介護士と看護師が入浴設備や簡易浴槽を積ん
だ移動入浴車などで訪問し、入浴の介助を行い
ます。
【要支援１・２の方】
　自宅に浴室がない場合や、感染症などの理由
からその他の施設における浴室に利用が困難な
場合などに限定して訪問による入浴介護を行い
ます。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

訪問入浴提供
事業所
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（介護予防）訪問看護 【要介護１～５の方】
　看護師がご自宅を訪問して、主治医と連絡をと
りながら療養上の世話や診療の補助を行いま
す。

【要支援１・２の方】
　看護師がご自宅を訪問して、介護予防を目的と
した療養上の世話や診療の補助を行います。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

訪問看護提供
事業所

（介護予防）
訪問リハビリテーション

【要介護１～５の方】
　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が家庭
を訪問して、リハビリテーションを行います。

【要支援１・２の方】
　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が家庭
を訪問して、短期集中的なリハビリテーションを行
います。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

訪問リハビリ
テーション提
供事業所

通所介護
（デイサービス）

通所型サービス
（総合事業）

【要介護１～５の方】
　デイサービスセンターで、食事・入浴の提供や、
身体および生活機能の維持向上のための支援を
日帰りで受けられます。
【要支援１・２の方及び総合事業対象者】
　デイサービスセンターで、日常生活機能向上の
共通的なサービスと、利用者の目標に合わせた
運動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向
上、アクティビティなどのサービスを提供します。

①要介護（支援）認定者

②基本チェックリストにより、総合事業の
　 対象になった方

居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

通所介護提供
事業所

通所リハビリテーション
（デイケア）

介護予防通所リハビリ
テーション

【要介護１～５の方】
　介護老人保健施設や医療機関等に通い、食
事・入浴の提供や、身体および生活機能の維持
向上のためのリハビリテーションを日帰りで受けら
れます。
【要支援１・２の方】
　介護老人保健施設や医療機関等に通い、日常
生活機能向上の共通的なサービスとリハビリテー
ションを行うほか、その人の目標に合わせた運動
器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上を目
的としたサービスを提供します。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

通所リハビリ
テーション提
供事業所

短期入所生活介護・短
期入所療養介護
（ショートステイ）

介護予防短期入所生
活

介護予防短期入所療
養介護

　福祉施設や医療施設に短期間入所して、介護
や介護予防を目的とした日常生活上の支援や機
能訓練などを受けることができます。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

短期入所生活
（療養）介護提
供事業所

福祉用具貸与
介護予防福祉用具貸
与

【要介護１～５の方】
　日常生活の自立を助ける用具を貸し出します。
　●車いす　●車いす付属品　●特殊寝台
　●特殊寝台付属品（マットレスなど）
　●床ずれ防止用具　●体位変換器
　●手すり・スロープ（工事を伴わないもの）
　●歩行器　　　●歩行補助つえ
　●認知症老人徘徊感知機器
　●移動用リフト（つり具を除く）　　
　※要介護１の方には、手すり、スロープ、
     歩行器、歩行補助つえ以外の貸与は
     原則対象外です。

【要支援１・２の方】
　福祉用具のうち介護予防に資するものについて
貸与を行います。
　●手すり・スロープ（工事を伴わないもの）
　●歩行器や歩行補助つえ

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

福祉用具貸与
提供事業所
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在宅サービス（その他の在宅サービス）

地域密着型サービス

（介護予防）特定施設
入居者生活介護

　有料老人ホーム等入居している高齢者に、日
常生活上の支援や介護サービスを受けることが
できます。

要介護（支援）認定者 有料老人ホー
ム等の指定特
定施設

居宅療養管理指導 　医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などがご
自宅を訪問して、療養上の管理や指導を行いま
す。

要介護（支援）認定者 医師
歯科医師
薬剤師

（介護予防）認知症対
応型共同生活介護（グ
ループホーム）

　認知症の状態にある高齢者が共同生活をしな
がら、家庭的な雰囲気の中での介護が受けられ
ます。

要介護（支援）認定者
（要支援１の認定者は利用できません）

居宅介護支援
事業所

認知症対応型
共同生活介護
提供事業所

（介護予防）認知症対
応型通所介護

　認知症の状態にある高齢者を対象に専門的な
ケアを提供する通所介護が受けられます。

要介護（支援）認定者 居宅介護支援
事業所

認知症対応型
通所介護提供
事業所

（介護予防）小規模多
機能型居宅介護

　住み慣れた地域で、できるだけ生活できるよう 
通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスの提
供を同じ事業所で提供します。

要介護（支援）認定者 小規模多機能
型居宅介護提
供事業所

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活
介護

　定員２９人以下の特別養護老人ホームへ入所
し、食事、入浴、排せつなどの日常生活の介護や
健康管理が受けられます。

要介護３以上の認定者 地域密着型介
護老人福祉施
設

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

　２４時間安心して在宅生活が送れるよう、日中と
夜間を通じた複数回の定期訪問と随時の対応に
より、介護と看護を一体的に提供します。

要介護認定者 居宅介護支援
事業所

定期巡回・随
時対応型訪問
介護看護提供
事業所

夜間対応型訪問介護 　夜間における定期訪問と随時の対応により、で
きるだけ居宅で能力に応じた日常生活が営める
よう、生活援助を行います。

要介護認定者 居宅介護支援
事業所

夜間対応型訪
問介護提供事
業所

看護小規模多機能型
居宅介護

　利用者のニーズに応じ、小規模多機能型居宅
介護と訪問看護を組み合わせたサービスを同じ
事業所で柔軟に提供します。

要介護認定者 看護小規模多
機能型居宅介
護提供事業所

福祉用具購入費の支
給

　要介護状態区分にかかわらず、介護または介
護予防に役立つ福祉用具を年度内１０万円を上
限額として、指定事業者から購入したものを対象
に７～９割を支給します。
●腰掛便座　●入浴補助用具　●簡易浴槽　
●自動排泄処理装置の交換可能部分　　
●排泄予測支援機器　●移動用リフトのつり具　

要介護（支援）認定者 高齢者介護課

市民福祉課

介護保険指定
福祉用具販売
事業者

住宅改修費の支給 　要介護状態区分にかかわらず、本人が居住（住
所地）する住宅の改修に対し、２０万円を上限額
として改修したものを対象に７～９割を支給しま
す。
●廊下や階段、浴室への手すりの設置
●段差解消のためのスロープ設置
●滑り防止のための床または通路面の材料変更
●引き戸への扉の取替え
●洋式便器などへの便器の取替え

要介護（支援）認定者 高齢者介護課

市民福祉課

居宅介護支援
事業所

住宅改修施行
業者
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施設サービス

地域密着型通所介護 　定員１８人以下のデイサービスセンターで、食
事・入浴の提供や、身体および生活機能の維持
向上のための支援を日帰りで受けられます。

要介護認定者 居宅介護支援
事業所

地域包括支援
センター

通所介護提供
事業所

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホー
ム）

　日常生活に常時介護が必要で、自宅では介護
が困難な高齢者が入所します。
　食事、入浴、排泄などの日常生活の介護や健
康管理が受けられます。
　入所を希望される場合は、本人・家族等が直接
施設に申し込みをします。

要介護３以上の認定者 各介護老人福
祉施設（特別
養護老人ホー
ム）

介護老人保健施設
（老人保健施設）

　病状が安定し、リハビリに重点を置いたケアが
必要な高齢者が入所します。医学的な管理のも
とで、日常生活の介護や機能訓練が受けられま
す。

要介護１以上の認定者 介護老人保健
施設

介護療養型医療施設 　急性期の治療が終わり、長期の療養を必要とす
る高齢者のための医療機関の病床です。医療、
看護、介護などが受けられます。

要介護１以上の認定者 介護療養型医
療施設

特定入所者
負担限度額差額支給

　特定入所者負担限度額認定を受けている方
が、施設に認定証を提示せず、食費・居住費の
限度額を超える額を支払った際に、負担額と認
定証に記載の負担限度額との差額を支給する制
度です。

特定入所者負担限度額認定を受けてお
り、施設に認定証を提示せず、負担限度
額を超える額を支払った方。
なお、認定証の提示をできなかった理由
として、市がやむを得ないと認めた場合
に限ります。

特定入所者
負担限度額認定

　介護保険施設（特別養護老人ホーム・老人保
健施設・介護療養型医療施設・介護医療院）へ
の入所、及びショートステイ利用者は食費・居住
費（部屋代）の自己負担が原則です。ただし、所
得の低い方については、負担が軽減されるよう、
食費・居住費に限度額を設けています。

負担限度額認定を受けるには、申請が必要で
す。

世帯全員及び配偶者の住民税が非課
税であり、以下の①～④のいずれかに
該当する方
①老齢福祉年金を受給している、また
　 は生活保護の受給者であり、預貯金
   額の合計が1,000万円以下（配偶者
   がいる場合は2,000万円以下）である
   こと
②前年の年金収入額（非課税年金含）
   とその他の合計所得金額の合計が
   年間で80万円以下であり、預貯金の
   合計額が650万円以下（配偶者が
   いる場合は1,650万円以下）である
   こと
③前年の年金収入額（非課税年金含）
   とその他の合計所得金額の合計が
   年間で80万円超120万円以下であ
   り、預貯金の合計額が550万円以下
   （配偶者がいる場合は1,550万円以
   下）であること
④前年の年金収入額（非課税年金含）
   とその他の合計所得金額の合計が
   年間で120万円を超え、預貯金額の
   合計が500万円以下（配偶者がいる
   場合は1,500万円以下）であること

高齢者介護課

市民福祉課
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（２）　市単独の助成事業等
名称 内容 対象者 窓口

介護保険
認定関係情報提供

　介護保険サービスを円滑にすすめるため、特別
養護老人ホーム入所手続きに必要な場合や、介
護計画等の利用に対し、介護保険の要介護認定
に係る調査結果（特記事項を含む。）や主治医の
意見書、その他、市長が特に必要と認める書類
を提供します。

介護保険の要介護（支援）認定者及び
その家族、介護支援専門員等

高齢者介護課

市民福祉課

高額介護サービス費の
支給

　介護サービスを利用し、1か月にかかった自己
負担額が一定の上限額を超えた場合は、超えた
分を申請により支給します。

　申請を１度していただくと、翌月以降該当した場
合は自動的に指定していただいた口座に振り込
みます。

次のいずれかに該当する方で、１か月に
利用した介護サービスの自己負担額が
記載されている金額を超えた方
①世帯全員が住民税非課税者で老齢
   福祉年金受給者または生活保護の
   受給者　15,000円
②世帯全員が住民税非課税で課税
   年金収入額と合計所得金額の合計
   が80万円以下の方　15,000円
③世帯全員が住民税非課税で上記②
   に該当しない世帯　24,600円
④世帯の中に住民税課税者がおり、
   世帯の中に課税所得145万円以上
   380万円未満の65歳以上の方が
   いる世帯　44,400円
⑤世帯の中に住民税課税者がおり、
   世帯の中に課税所得380万円以上
   690万円未満の65歳以上の方が
   いる世帯　93,000円
⑥世帯の中に住民税課税者がおり、
   世帯の中に課税所得690万円以上
   の65歳以上の方がいる世帯　
   140,100円

高齢者介護課

市民福祉課

高額医療
合算介護サービス費の
支給

　1年間（毎年8月から翌年7月）の医療保険と介
護保険における自己負担の合算額が高額にな
り、上限額を超えた場合は、超えた分を申請によ
り支給します。

　上限額は所得区分に応じて設定されています。

69歳までの方の上限額
・901万円超　212万円
・600万超901万円以下　141万円
・210万円超600万円以下　67万円
・210万円以下　60万円
・住民税非課税世帯　34万円

70歳以上の方の上限額
・現役並み所得者（医療費の負担割合
が3割
　の方）　67万円
・一般　56万円
・低所得者Ⅱ（住民税非課税世帯の方）
　31万円
・低所得者Ⅰ（住民税非課税世帯で所
　得が一定基準以下の方）　19万円

高齢者介護課

市民福祉課

社会福祉法人等による
利用者負担の軽減制度

　市民税世帯非課税者であって、特に生計が困
難である方に対し、サービスを提供する社会福祉
法人等が利用者負担を軽減する制度です。
１　軽減内容
　　下記サービスを利用した利用者負担額等の
　　25％（老齢福祉年金受給者は50％）
２　対象サービス
　　訪問介護、通所介護、短期入所生活介護、
　　介護老人福祉施設、定期巡回・臨時対応型
　　訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、
　　小規模多機能型居宅介護、地域密着型介護
　　老人福祉施設入所者生活介護、複合型サー
　　ビス、地域密着型通所介護、第1号訪問事業
　　のうち介護予防訪問介護に相当する事業、
　　第1号通所事業のうち介護予防通所介護に
　　相当する事業
３　軽減制度を実施している法人
　　秩父福祉会、秩父正峰会、織舩会、ちちぶ
　　慈洋福祉会、秩父市社会福祉事業団、
　　小鹿野福祉会、長瀞福祉会、みなの福祉会

次のいずれにも該当する方で収入や世
帯の状況等勘案し生計が困難と判断さ
れる方
①年間収入が単身世帯で150万円、
　世帯員が1人増えるごとに50万円を
　加算した額以下であること
②預貯金等の額が単身世帯で350
　万円、世帯員が1人増えるごとに100
　万円を加算した額以下であること
③日常生活のために必要な資産以外
　 に活用できる資産がないこと
④負担能力のある親族等に扶養され
　 ていないこと
⑤介護保険料を滞納していないこと

高齢者介護課

市民福祉課
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（３）　税の控除
名称 内容 対象者 窓口

介護保険サービス利用
料助成事業

　介護保険の居宅サービス、地域密着型サービ
ス、介護予防サービス、地域密着型介護予防
サービス及び市が行う介護予防・日常生活支援
総合事業の利用者が負担する利用料の一部を
助成します。
(1)合計所得金額及び課税年金収入額の合計額
が80万円以下である者は、実費負担額の25％を
助成する
（2）上記に該当しない者は、実費負担額の15％
を助成する
　※介護保険サービス利用料が高額介護サービ
ス費の支給に該当する場合における助成対象額
は、高額介護サービス費支給額を控除した金額
となります。
　※申請書には領収書原本(1月～12月)を添付し
てください。

※申請書提出期限：
　　　　　　利用月の属する年の翌年の3月末日

高齢者介護課

市民福祉課

介護保険料の減額 　介護保険料の第１段階該当者（生活保護受給
者を除く）、第２段階・第３段階該当者（世帯全員
が市民税非課税者等の者）で、生活保護は受け
ていないが、生活保護を必要とする程度の生活
の困窮により、保険料の納付が困難な方のうち次
の条件をすべて満たす方。
１　該当要件
①減免の申請があった日の属する月の前３ヵ月　
　 の平均収入が、生活保護法に規定する基準
　 生活費に満たないこと
②扶養義務者の扶養を受けていないこと
③活用できる資産を有していないこと
　ア居住用以外に処分可能な土地又は家屋を
　　 所有していないこと
　イ世帯全員の銀行・郵便局の預金及び生命保
　　 険・損害保険料、有価証券の合計が１００万
　　 円未満であること。
２  減額の割合
  （1）介護保険料第１段階該当者２分の１
  （2）介護保険料第２段階該当者２分の１
  （3）介護保険料第３段階該当者３分の１

介護保険料の第１段階該当者（生活保
護受給者を除く）、第２段階・第３段階該
当者

高齢者介護課

市民福祉課

障害者控除対象者認定
書の交付

　所得を申告する際に、所得税や市県民税が①
課税される人②課税される親族などに扶養され
ている人などが申告することにより、本人または扶
養者の税金が減額になる場合があります。

65歳以上の要支援２から要介護５までの
介護認定者

※身障害者手帳、みどりの手帳（療育手
帳）、精神障害者保健福祉手帳をお持
ちの方は交付の必要がありません。

高齢者介護課

市民福祉課

介護保険料納付証明書
の交付

　所得税や市県民税の申告の際「社会保険料等
の金額」の一部としてご使用できます。

介護保険料を納めた65歳以上の被保険
者であって、所得税や市県民税の申告
のために納付額が必要な方

おむつ使用証明書 　おむつ代が医療費控除として認められ、確定申
告の際に所得税が課税されている場合に課税さ
れた所得税が減額となり、返還される制度で、1年
目については医療機関にて医師が発行する「お
むつ使用証明書」とおむつ代の領収書により控
除を受けることができます。

寝たきり状態であること、及び治療上お
むつの使用が必要である者のうち、医師
が「おむつ使用証明書」を発行した場合
に対象となります。

各医療機関

おむつ使用証明書の代
わりとし市町村が認めた
書類

　1年目に医師が発行する「おむつ使用証明書」
によりすでに医療費控除が認められた者で、2年
目以降も同様の控除を受ける場合は、市の要介
護認定を受けており、市の発行する「主治医意見
書の内容について確認した書類」により同様の控
除が受けられます。

寝たきり状態にある要介護認定者で、主
治医意見書に「障害老人の日常生活自
立度（寝たきり度）」の記載が「Ｂ１、Ｂ２、
Ｃ１、又はＣ２」（寝たきり）かつ、「尿失禁
の発生可能性」の記載が「あり」の方が対
象です。

高齢者介護課

市民福祉課
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